
　　【ニュース概略】2006 年 10 月に湖南省永州市で少
女が性的暴行をされた上、売春を強要される事件が発
生した。被害者の母親唐慧が犯人に対する厳罰措置を
求め、陳情を続けた結果、今年８月２日、永州市公安
局零陵分局からは逆に唐慧へ「労働教養」処分が命じ
られた。唐慧の代理人弁護士が、この理不尽な処分と
その経緯をインターネットで暴露したところ、世論を
喚起する大騒ぎとなった。８月６日、湖南省政法委員
会は調査グループを設け、永州市で調査を開始した。
10 日に省労働教養委員会が再審を行った結果、唐慧に
対する労働教養処分の決定は取り消された。（人民網）

　政府当局は「唐慧事件」を鎮静化するため、唐慧に
対する労働教養処分の決定を取り消しました。この事
件をきっかけに、各界からは労働教養制度の廃止を求
める声が上がっています。労働教養という中国特有の
法律制度は、どのように誕生し、またなぜ廃止が求め
られているのでしょうか。今回は、法的視点から労働
教養制度について分析を試みたいと思います。
　

　
　「労働教養」とは、労働を通じた教育による更生を
意味し、階級闘争の激しい特殊な時代に誕生しました。
その特徴は、司法による審理を経ずに行政機関の処罰
決定だけで長期間、国民の身柄の自由を拘束できる点
にあります。労働教養制度は 1957 年に中華人民共和国
国務院が公布した「労働教養問題に関する決定」に始
まりました。同法は労働教養の最長期限を定めなかっ
たため、多くの人が 20 年以上もの長きにわたり労働教
養を受けることとなりました。文化大革命が終わった
後の 79 年、「労働教養の補足に関する国務院の規定」
が公布され、労働教養制度は１年から３年間国民の身
柄の自由を拘束することができ、必要な場合には１年
延長できるということを明確化しました。続いて、「労
働教養試行弁法」「治安管理処罰条例」「麻薬取締りに
関する決定」「売買春を厳しく禁じる決定」などの法規
が公布され、労働教養処分の適用方法や対象を規定し
ました。実務においては、社会の治安に対する影響が
軽微で、犯罪者に該当しないスリ、麻薬吸引者、売買
春を行う者などに適用されています。しかしながら、
この制度は、上述した唐慧のような「陳情」者にも適
用されているため、社会から非難を浴びています。
　

　
　改革開放後、中国の法が整備される中、労働教養制
度と現行の上位法は矛盾したものとなり、多くの法学
者はこれを理由に同制度の廃止を求めています。主な

理由として次の２点が挙げられます。
　１．行政法規のみに基づいて長期間身柄の自由を奪
うことは、「立法法」などの法律に抵触する。労働教養
制度は「労働教養問題に関する決定」や「労働教養試
行弁法」などの国務院により公布された法律文書がそ
の法的根拠となっており、法の効力は行政法規レベル
を根拠としており、立法機関（全国人民代表大会およ
び常務委員会）の制定する法律ではない。その上、「立
法法」および「市民的および政治的権利に関する国際
規約」の規定によると、身柄の自由を制限する法律規
定は、立法機関の制定する法律規定を根拠としなけれ
ばならないとされている。しかし、労働教養制度は立
法機関の制定する法律を法的根拠としていない。
　２．司法審理を経ずに労働教養処分を適用すること
は「憲法」などの法律規定に違反する。
　「憲法」と「市民的および政治的権利に関する国際
規約」の規定によりますと、国民の身柄の自由を制限
又は剥奪するためには、司法機関が法定手続きにより
審理を行うことが必要とされています。しかし、実務
において、労働教養処分の決定は、公安機関により下
されており、公開の審理は必要とされていません。こ
のような労働教養処分が上記の法律法規に違反するこ
とは明らかであると言えます。
　一方、現実として、この制度が治安維持に大きな役
割を果たしていることも完全に否定することはできな
いでしょう。学説では、後先考えずに廃止すれば法制
度上に空白が生じ、社会の治安に影響を与えかねない
ことが懸念されています。労働教養制度に代わる制度
をまず設けた後に、この制度を廃止することで、中国
社会の安定を保ちつつ、法制度の進歩を実現すること
ができるのかもしれません。
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